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中小企業における カ イゼンのマネジメントの 研究 

一ヵ ィ ゼ ノと 組織的知識創造 

0 石川泰雄 ( 三菱 UFJ リサーチ超コンサルティンバ ) , 
近藤修司。 亀岡秋男，井川康夫，遠山亮子 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

はじめに 

筆者ら (2 0 0 5) は、 1 S0 の品質マネジメント 

、 ンステムを組織的知識創造の 観点から分析し、 その経 

営における質的有効性を 提言した。 1 S ㊤ け 継続的改 

善をコンセプトとし、 その文脈上には カ イゼンが存在 

する。 カイゼン は 、 過去、 日本的経営 臼 本人のバル 

ープ志向的な 行動 ) の特徴とされ。 経営学や経済学等 

様々な分野での 賞賛と、 批判もあ った。 今や、 両者共、 

日本企業のマネジメント @ こ 、 しっかりと浸透し、 欧米 

発を S0 と日本務カイゼンとの 融合が要となり。 両者 

の関係性の解明が 急務であ る。 カイゼンは主に、 資源 

に 余裕があ り分業の果実を 誼歌できる大企業の QC サ 

ークルで顕著に 行われてきた。 これは、 従業員各々が、 

自主的に小グループを 編成し、 その中からリーダーを 

選び、 リーダーを中心に 平等な立場で 話し合いの場を 

もって職場の 問題を取り上げ、 目標を立て、 全員参加 

で 。 その達成のために 努力する、 現状打破を目的とし 

た継続的なバループ 活動であ る。 一方資源不足ゆえ 組 

織が未分化な 中小企業では、 大企業と異なりこのよう 

な全員参加のグループ 活動は、 職制上で、 やらざるを 

得ない。 自主性重視の 明るい職場づくりも 大切だが、 

それ以上に経済効果を 確実に上げねばならないからだ。 

筆者らは、 成長期の中小企業にとって、 従業員ひとり 

一人が、 現状維持と現状打破、 守りと攻めを 同時に行 

う - 晃矛盾した行動を、 一人の人間の 中で、 使い分け 

遂行する必要があ ると考える。 本稿は カ イゼンの代表 

ともいえる 丁 QC を中小企業の 特性に合わせ、 中小企 

業 における新たな カ イゼンの方法を 適用するものであ 

る。 そして組織的知識創造理論に フ オーカス し 、 分析 

し、 I SO との手法七の 相違を比較し、 カイゼンの本 

質を解明したい」本稿では 中小企業 A 社における品質 

改善のアクションリサーチの 事例を解説する。 

ぇ 。 カイゼン と イノベーション 

改善とは、 図表 I (Ju,"n "nd Gryna l975) に示す 

ような、 固定の目標からの 逸脱を是正する 維持とは異 

なり、 あ る到達目標レベルへのジャンプであ り現状打 

破の行為であ り標準が改訂される。 そして標準あ って 

の改善であ り維持と不可分の 関係にあ る。 

図 1  維持と改善の 共存 
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シュンペータ 一の「新結合の 遂行」 や ドラッカ一の 

「管理革新」等の 著述からすると、 改善はインクリメ 

ンタル な イノベーションと 解釈できる。 今井は 9 8 

8) は、 改善活動をその 著書で世界に 紹介した。 今井 

は 、 その著の中で、 「カイゼンとは、 よりよい製品をよ 

り安く提供するため、 絶えざる努力をすることであ り、 

この日標の実現のために、 過去に日本企業は、 システ 

ムアプローチと 問題解決法を 生み出した」と 述べてい 

る。 例えば， ず QC では、 方針管理、 

動、 定型的な統計的手法と 問題解決手順、 QC スト一 

リ ー 、 教育訓練の重視、 企業横断的な TQC 普及組織、 

表彰制度など、 全員参加で行 う 改善指向の仕掛けが 準 

備されている。 今井は、 QC サークル等の 小集団活動 

により行 う 改善活動を カ イゼン と 位置付けた。 カイ ゼ 
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ンは 、 TQC ばかりでなく、 小集団活動により 遂行可 

能な 5 S 、 I E 等の他の管理技術の 中でも、 存在する " 

TQC は品質カイゼン、 I E は作業。 工程カイゼン、 

5 S は職場の環境カイゼンを 目的とした管理技術であ 

り、 問題解決のための 分析手法の違いこそあ れ。 カイ 

ゼンという行為は、 どの管理技術にも 存在するもので 

あ り。 社員全員で取り 組むイノベーション 活動といえ 

る。 野中 (1 9 9 5) は既に、 QC ザークル活動によ 

り組織的知識創造が 起こり。 このプロセスを 日本的イ 

ノベーションとして 述べている。 また、 野中と米倉 (1 

9 8 4) は、 技能から技術への 知識変換として 小集団 

活動であ る鉄鋼業界のⅡⅩ 笛 主管理 ) 運動を組織学 

習の観点から 考察し、 日本型イノベーションとして 位 

置付けている。 

A 社の印刷部門を 対象にした QC による品質改善の 

プロジェクト 活動を 1 年間、 コンザルティン グ による 

参与観察を行った。 大企業の C サークルとは 異なり。 

職制の中で行ったものであ るので自主的にテーマを 設 

定し自主的にリーダーを 決め推進したものでないが。 

全員参加であ ることと、 教育～分析～アイ ヂア 出し～ 

実施～標準 4% ～発表とそのプロセスは QC ザークル活 

動と同じであ る。 リーダーは職場の 管理。 監督 職 、 テ 

ーマとしてその 職場の品質上の 間 題 点を改善した。 従 

って、 その進め方は、 方針管理に近いものであ る。 こ 

の活動の知識変換が 起こる様を図 2 に示す。 現場作業 

員への、 パレート 図 、 特性要因 図 、 管理 図 、 系統 図 な 

ど 品質問題を把握する QC 手法の教育が 先ず行われ、 

これが現場でのミーティンバにより、 現場の実務に 即 

して置き換えられると、 現場の暗黙 知が 形式 知 となり、 

今まで目に見えなかった 問題の原因が 見えるようにな 

る。 実は経験的に 現場作業員は 問題が何であ るか知っ 

ていて、 このような暗黙 知 に満ちた現場を 分析 と 言 う 

光を当て、 このように図表なり 数値なりの言葉で 説明 

できる形式 知 とすると問題を 職場で共有化できる。 こ 

れは SEC I モデルの表出化。 連結化であ る。 現場の 

作業員にとっての 新たな知識 (.QC 手法 ) と作業員の 

現場の知 ( 作業手順。 ノウハウ ) が連結し 、 新たな 知 

を 生むことになる。 現場の分析が 終わると、 改善案を 

創出するプロセスであ る。 この段階での 現場ミーティ 

ングは次の SRC I モヂル を廻すことになる。 改善活 

動は 、 新たなプロセスつまり 改善案を出す 際に知 

換 が行われる。 所謂 SEC I モデルで い 分ところの表 

出化であ り、 暗黙 知が メタファ一なりアナロジーを 経 

て 形式知の改善案として 見えるようになるのであ る。 

改善案出しは、 優れたアイデアを 誘発するために、 対 

話なり、 轄 /S ( ブレーンスト 一ミング ) なり KJ 法 

なりの発想 法 を使 う 場合もあ り。 その出し方は 様々で 

あ る。 そして、 改善案出しは。 作業員が、 メタファー。 

アナロジーを 経て、 仮説を設定するプロセスであ り。 

現場をよく知る 作業者自身が 実際に経験するアブダク 

ションのプロセスであ るといえる。 そして、 社内外で 

C 大会での発表、 表彰などにより、 個人の知は、 

組織の中で増幅され 企業価値に繋がっていく ( 図 2) 。 

図 2  知識の増幅と 伝播 

改善活動は、 上記に記した QC スト一 リ 一による改 

善ばかりでなく、 I R 。 Ⅴ F 等の管理技術も、 はじめ 

問題の原因分析が 行われ、 その後対策立案のためのア 

イデア開発が 行われるものであ り、 プロセスは共通し 

ている。 

3 。 茸 S ㊤ とす QC の 

C スト一リーという 分析からアイデ 

ア抽出までの 問題解決のための 改善の手順と 分析やア 

イデア出しのための 具体的手法であ る QC 7 つ 道具 

( 分析手法 ) 他を具備している。 1 S0 でそれに対応 

する知識のテンプレートは、 国際規格のガイドライン 

であ る，両者を改善活動という 観点で見ると、 1 S ㊤ 
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は 、 是正処置、 予防処置。 内部監査、 サーベイランス、 

マネジメントレビュ 一等の仕組みの 中で、 継続的に改 

善が行われ徐々に 管理レベルを 上げていくものであ る。 

I SO は 図丁に 示す維持の仕組みをつくるものであ る。 

I SO の適合性評価制度は 外部監査の仕組みがあ り、 

これにより維持が 強制的に行われる。 これに比べ 

は直接的な問題解決のための 改善手法であ る。 両者と 

も暗黙知を表出化するものであ るが、 T SO は手順。 

仕組みを標準化し 表出化し維持していくものであ り、 

C は新たな仕組みを 築 するための手法であ るとい 

える。 QC は I S ①の中では予防処置に 位置付けられ 

る 。 内部と外部という 異なる品質保証の 仕組みであ る 

が、 両者は不可分であ る。 企業にとっては 両方必要で 

あ り、 その特徴を上手に 活かし融合させれば 大きな効 

果を生むことができる。 

改善活動は現状を 打破する活動であ るが。 それにチ 

ャレンジする 組織の構成員には 一方現状を維持せねば 

ならない日常の 活動を背負っている。 改善活動には。 

この二律背反にチャレンジ し ブレークスルーしなけれ 

ばならない側面があ る。 社員全員で未知と 未経験を形 

式知化するこの 活動のプロセス は 。 組織にゆらぎを 与 

え知識創造を 起こし、 結果的に企業の 収益を改善する。 

収益改善は結果であ る " 収益改善を目標とするが、 そ 

の本質 は アブダクションによる 人間回帰の運動でもあ 

る 。 参与観察対象の A 社のクレームと 不良率 ( 月次平 

均 ) の推移を表 1 に示す。 20 0 5 年度に QC カ イゼ 

ン活動を行っている。 

表 t  A 社のクレームと 不良薬の推移 

プロジェクトは 1 年間で解散したが、 1 年間のプロジ 

ェクトで得たバループの 実践知は劣化せず、 解散後も 

クレーム及び 不良薬の増加は 見られない。 品質管理の 

態勢は維持されているのであ る。 組織の目標を 互いの 

協調により達成せしめた 女体験は、 さらにその組織の 

凝集性を増し、 クレームや不良を 出さないという 暗黙 

の ルールを職場に 生んだ。 期待され苦労して 生み出し 

た 新たな知識への 達成動機に加え、 この正当なる 信念 

0 表出と社会化のプロセスは 、 構 ったメンバーを 動機 

成する " 効果をあ げた理由をメンバ 

一に聞くと、 品質向上に妥協しない 態度が読み取れる。 

TQC の短所は。 組織的知識創造論により 修正された 

知識のテンプレートで 改善できるものと 思われる。 即 

ち 、 A 社のケースは 方針管理の木目の 細かさ ヰ 簡素化 

された QC 発表会 等 。 中小企業の管理面での 弱さと、 

言われ尽くされた TQC の短所を改善したものであ る。 

自信を持って 現場の作業員が 発表できる嘘偽りのない 

「正当なる信俳にの 場合効果のあ る実施された 改善 

案 ) 」を獲得できる 知識変換可能な 仕組みを確立すべき 

であ る。 奉事例は野中 ろ (2 9 9 6) が述べるミドル 

アップダウンとハイパーテキスト 型組織の一つの 容を 

示している。 即ち、 トップはこの カ イゼンの仕組みを 

コミット し 。 カイゼンのアイ ヂア は現場作業員が 

する。 奉 事例の場合。 トップと作業員との 調整役は 現 

場の管理職とコンザルタントが シ エアしているところ 

に 特徴があ る " 現場をよく知る 管理者とリーダーシッ 

プに 優れたコンザルタントとが 互いの弱みを 補完する 

わけであ る。 中小企業には、 このようなコンサルタン 

ト の役割ができる 人材を育てる 必要があ る " 

表 2  A 社の品質改善と QC サークル 
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組織形態としては、 表 2 に示すよう @ こ ヒエラルキ一の 

中で形式上遂行されるが、 進め方はプロジェクトチー 

ムに近い。 期間限定でかなりの 部分、 権 限が委譲され 

集中的に一つのテーマの 問題解決が行われる。 アウト 

プットは改善案とその 具体的実施 側 であ るが、 これは 

標準化され作業標準となり 組織に蓄積される。 中小企 

業は、 いきなり自由度が 相対的に高い QC サークル @ こ 

入るよりも i SO から得た方針管理の 充実をはかるべ 

きだ。 何故なら、 効果も経営に 直結し管理者の 育成に 

繋がるからだ " 従って中小企業の カ イゼンの組織的知 

識創造 モヂか は図 3 のようになる。 即ち、 コンザル タ 

ント支援によるミドルアップダウンにより 事業維持 

( 収益維持活動 ) と現状打破 ( 知識創造 ) の同時期同 

時推進を行い、 形式知を生み 暗黙知を育む 環境を積極 

的につくることであ る。 

図 3  中小企業の カ イゼン組織的知識創造モデル 

いソプダ 

ボトムアップ 

コ ンの提供 )  ② カ イゼン計画、 進捗管理のプロジ ヱ 

クト管理 ③発表会、 ミーティンバ、 アイデアジェネ 

レーション、 教育等の場の 設定 ④相談に乗るなどの 

コーチング ⑤階層間、 部門間、 メンバー、 事務局等 

との調整 ⑥キーマンとのコミュニケーション 等で 

あ る。 中でも組織の 自律性を育むにはコーチング 的 役 

割が大切であ る。 QC や T F 等の間 題 解決するための 

知識を管理技術というのに 対し、 上記に示す組織の 課 

題発見。 解決のための 経験知 る 「調査技術」と 呼んで 

いる。 前者が形式 知 による伝承が 主であ るのに対し、 

後者は暗黙約に 依存する。 「調査技術口の 優劣がコンサ 

ルタントの能力であ ると言われる。 

・ カ イゼン活動の 実践から得た 組織の能力は、 

どこまで持続できるのか、 引き続き、 観察し続ける 必 

要があ る。 また、 他の カ イゼン手法であ る I E や 5 S 

を比較した ヒ で、 どのように同社の カ イゼンに絡めて 

行けばよいのか、 更に、 参与観察を試みる " 

・ カ イゼンが同社でのイノベーション ( インクリメンタ 
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